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3 給水装置の構造と材質の基準 

 

給水装置は、法に基づき構造と材質の基準が定められており、個々の給水管及び給水用具の性能確

保のための性能基準と、給水装置としての適正を確保するために必要な具体的な判断基準が定められ

ており、指定業者はこれらの基準を遵守し施工しなければならない。 

なお、本市では配水管の分岐からメータまでの資材について〔表 3－2〕で指定していることから、 

資材選定には注意すること。 

 

（1）給水装置の使用規則（法第 16 条） 

①水道事業者には、法第 15 条に基づき給水区域内の需要者から給水契約の申込みを受けた際 

には、正当な理由がない限り受諾義務と、常時給水義務が課せられている。 

②一方で給水装置の構造及び材質が不適切であれば水が汚染される可能性があり、配水管に逆 

 流した際には公衆衛生上の問題を発生させるおそれがある。また、工事が不適切であれば配 

 水管に損害を与えるおそれもある。 

③このため水道事業者には、給水装置が施行令第 5 条に定める構造及び材質基準に適合してい

ないときは、法第 15 条の給水義務に係わらず申請者に対して給水拒否や、既に給水を行っ

ている需要者への給水停止を行う権限がある。 

 

（2）給水装置の構造・材質基準（施行令第 5 条） 

①給水装置及び給水用具は法第 16 条に基づく施行令第５条に定められており、この基準の技術

的細目は基準省令で定められている。また、基準に係る試験法については、「給水装置の構造

及び材質に係る試験」（平成 9 年 4 月厚生省告示第 111 号）及び JISS3200－1～7（水道用器

具試験方法）に定められている。 

②給水装置の構造及び材質の基準は、次の観点から定められている。 

・水道事業者の配水管を損傷しないこと。 

・他の水道利用者への給水に支障を生じたり、危害を与えないこと。 

・水道水質の確保に支障を生じないこと。 

③給水装置の構造及び材質の基準は、次の内容からなっている。 

・給水装置に用いようとする個々の給水管及び給水用具の性能確保のための性能基準。 

・給水装置工事の施行の適正を確保するために必要な具体的な判断基準。 
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④性能基準とは個々の給水管及び給水用具が満たすべき必要最小限の性能で、次の事項につい 

 て定められており、これらの性能項目毎にその性能確保が不可欠な給水管及び給水用具に限 

 定して適用される。 

    ・耐 圧 性 能・・・水道の水圧により給水装置に水漏れ、破壊等が生じることを防止する。 

    ・浸 出 性 能・・・給水装置から金属等が浸出し、飲用に供される水が汚染されることを防 

止する。 

    ・水撃限界性能・・・給水用具の止水機構が急閉止する際の水撃作用による、給水装置の破壊 

を防止する。 

    ・逆流防止性能・・・給水装置からの汚水の逆流により、水道水の汚染や公衆衛生上の問題が 

生じることを防止する。 

    ・負圧破壊性能・・・逆流防止性能と同様。 

    ・耐 寒 性 能・・・給水用具内の水の凍結により、給水用具に破壊等が生じることを防止。 

    ・耐 久 性 能・・・弁類等の頻繁な開閉動作を繰り返すことによる、給水装置の耐圧、逆流

防止等に支障がでることを防止する。 

 

⑤給水装置工事は、個々の給水用具が性能基準を満足しているだけでは、給水装置の構造・材 

 質の適正を確保するためには不十分であることから、給水装置がシステム全体として満たす 

 べき技術的な基準の確保がされるように施工しなければならない。（基準省令第 1 条～基準 

 省令第 7 条） 

 

（3）基準適合品の使用 

①法第 16 条に基づく給水装置の構造・材質の基準は、試験方法まで含めて明確化されている。

そのため、給水装置に用いる給水管や給水用具の「基準認証」すなわち基準に適合している

ことを確認するシステムは、製造者が自ら製造過程の品質管理や製品検査を適正に行う「自

己認証」が基本とされるが、認証機関による「第三者認証」も有効である。 

 

②指定業者は自己認証品を使用する際には、給水装置工事に使用する給水管や給水器具につい

て、その製品の製造者に対して構造・材質基準に適合していることが判断できる資料の提出

を求める等により、基準に適合している製品を確実に使用しなければならない。ただし、こ

れらを使用されていれば自動的に給水装置が構造・材質基準に適合することにはならない。

すなわち、個人の給水用具等が性能基準適合品であることは、必須条件であって十分な条件

を満たすわけではない。 
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③給水装置は、個々の給水用具などについての性能とともに、システム全体としての逆流防止、

凍結防止などの機能整備を必要とするものであり、また、給水装置システムの設計上必要と

なる減圧弁の減圧性能等は個々の現場ごとに判断しなければならず、給水装置個々の器具が

基準適合品であればよいというものではなく、システム全体として考えなければならない。 

 

（4）性能基準適合の表示 

使用する給水用具が、法で定める給水装置の構造・材質基準に適合しているか否かは、認証マ 

ーク等により確認することとなり、表示のない製品については性能基準適合証明書等を提出する

ことで証明しなければならない。なお、第三者認証機関は次のとおりである。 

 

表 3－1 第三者認証機関一覧 

第三者認証機関名 認証マーク 

日本工業規格品（水道用） JIS 

（公社）日本水道協会 JWWA 

（一財）日本燃焼機器検査協会 JHIA 

（一財）電気安全環境研究所 JET 

（一財）日本ガス機器検査協会 JIA 

㈱ UL Japan 

（ｱﾝﾀﾞｰﾗｲﾀｰｽﾞ・ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰｽﾞ・ｲﾝｸ） 
UL 

  ※日本工業規格品は製品に水道用の表示がないため、あらかじめ製造業者等に確認 

   しなければならない。 

 

（5）配水管の分岐からメータまでの使用材料の指定 

指定業者は、配水管の分岐からメータ一次側までの給水材料について、災害時による給水装置の 

損傷防止及び損傷に伴う修繕を迅速かつ、適切な復旧を行うことを目的として、本市が指定する〔表 

3－2〕に示す材料使用しなければならない。（但し、この使用材料の指定は、水道水の供給を受け 

る者との契約内容として供給規定に位置づけられる法第 16 条の構造・材質基準に基づく給水装置 

の使用規制とは異なるものである。） 

 

 


